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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第２四半期連結
累計期間

第29期
第２四半期連結

累計期間
第28期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 249,034 268,892 562,509

経常利益 （百万円） 16,024 20,595 36,551

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （百万円） 12,110 15,750 20,763

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 16,169 6,996 37,253

純資産額 （百万円） 157,213 173,656 175,511

総資産額 （百万円） 338,804 379,598 393,352

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 263.21 340.80 450.27

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 262.13 339.51 448.11

自己資本比率 （％） 42.9 42.3 41.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 11,127 4,703 15,790

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 11,775 13,723 △721

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △12,099 △4,553 △323

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （百万円） 36,078 53,888 40,259

 

回次
第28期

第２四半期連結
会計期間

第29期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 172.79 201.94

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年９月30日）における我が国経済は、アジア新興国経済

の低迷といった景気の下振れリスクがあるものの、政府の経済対策や金融政策などを背景とした、企業収益改善に

よる設備投資の増加、雇用環境の改善と所得の増加による個人消費の持ち直しなど、緩やかな回復基調を維持して

おります。

当社グループの属する情報通信分野においては、移動体通信の市場が成熟しつつある中で、相次ぐ仮想移動体通

信事業者（ＭＶＮＯ）の参入や、新料金プランの導入など、各社が幅広いサービス展開をしております。固定通信

の市場においては、光回線の卸売りによる各社のサービス競争が新たな局面を迎えております。

そのような中、当社グループでは、従来のビジネスである商品・サービスの取次ぎ（販売代理店モデル）に加

え、自社開発商材やＭＶＮＯサービス、契約後の継続収益の一部を受け取るレベニューシェア型の商品・サービス

（高ストックモデル）の獲得が順調に推移し、将来に亘って得られる安定的な収益源としてのストック利益（当社

グループが獲得したユーザーによって契約後に毎月支払われる基本契約料金・使用料金・保険料金から得られる収

入から顧客維持コスト、提供サービスの原価等を除いた利益分のこと。収入については、通信キャリア、保険会社

などから受け取る場合と、ユーザーから直接受け取る場合とがある。）を積み上げることができました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高が268,892百万円（前年同期比8.0％増）、営業利益が

18,050百万円（前年同期比42.7％増）、経常利益が20,595百万円（前年同期比28.5％増）、税金等調整前四半期純

利益が29,216百万円（前年同期比23.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益が15,750百万円（前年同期比

30.1％増）となりました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

①法人事業

法人事業におきましては、主な顧客である中小企業層に対してＯＡ機器や環境関連商材、法人向け携帯電話等の

訪問販売や業務効率向上とコスト適正化のご提案ならびに、固定回線やブロードバンド回線などの通信回線サービ

スをコールセンターやＷＥＢ等にて取次ぎ・販売を行っております。また、インターネットメディア広告の獲得等

による業種別のソリューションサービスも展開しております。

当第２四半期連結累計期間においても、ウォーターサーバーなど高ストックモデルの獲得が順調に推移したこと

で、将来に亘って得られる安定的な収益源としてのストック利益を積み上げることができました。同時に獲得時に

先行して発生する費用削減などの取組みも奏功しました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の法人事業の売上高は133,080百万円（前年同期比13.0％増）、営業利益

は14,119百万円（前年同期比46.0％増）となりました。
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②ＳＨＯＰ事業

ＳＨＯＰ事業におきましては、日本全国で展開する店舗において携帯電話端末や周辺機器、データ通信端末の販

売事業を行っております。

当第２四半期連結累計期間においては、移動体通信の市場が成熟しつつある中で携帯電話の販売台数は落ち込ん

だものの、ＭＶＮＯサービスの業績は堅調に推移いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間におけるＳＨＯＰ事業の売上高は122,522百万円（前年同期比3.0％減）、

営業利益は4,646百万円（前年同期比7.5％減）となりました。

 

③保険事業

保険事業におきましては、従来からのコールセンターを中心とした販売網による各種保険サービスのご提案、顧

客基盤を有する企業へのアポインター派遣、店舗およびＷＥＢ上での保険の販売、法人向けのコンサルティング

サービスを通じた保険代理店事業を行っております。

当第２四半期連結累計期間においては、前事業年度に子会社化したリアル店舗とＷＥＢチャネルでの保険販売に

強みを持つ会社との事業シナジーが進み、あらゆる顧客特性に対応した全方位型のチャネル展開ができていること

で、業績は順調に推移いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の保険事業の売上高は14,885百万円（前年同期比139.3％増）、営業利益

は1,998百万円（前年同期比120.9％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 前連結会計年度末 当第２四半期連結会計期間末 増減

 百万円 百万円 百万円

総資産 393,352 379,598 △13,753

負債 217,840 205,941 △11,898

純資産 175,511 173,656 △1,855

　総資産は、売上債権が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて13,753百万円減少の379,598百万円と

なりました。

　負債は、未払金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて11,898百万円減少の205,941百万円となり

ました。

　純資産は、剰余金の配当等により、前連結会計年度末に比べて1,855百万円減少の173,656百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,127 4,703

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,775 13,723

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,099 △4,553

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結累計期間の業績が順調に推移したこと等により、

4,703百万円のプラスとなりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却等により、13,723百万円のプラスとなりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等により、4,553百万円のマイナスとなりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、53,888百万円となりました。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(5）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 183,398,568

　　無議決権株式 50,000,000

計 233,398,568

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）

（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 47,749,642 47,749,642
株式会社東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 47,749,642 47,749,642 ― ―

　（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成27年11月１日以降、この四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成27年７月１日

～平成27年９月30日
― 47,749,642 ― 54,259 ― ―
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社光パワー 東京都港区南麻布３丁目19－23 20,104 42.10

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 1,526 3.20

重田　康光 東京都港区 1,198 2.51

玉村　剛史 東京都港区 1,141 2.39

有限会社テツ 東京都港区南麻布３丁目19－23 1,100 2.30

有限会社マサ 東京都港区南麻布３丁目19－23 1,100 2.30

有限会社ミツ 東京都港区南麻布３丁目19－23 1,100 2.30

JP　MORGAN　CHASE　BANK　３８５６３２

（常任代理人）株式会社みずほ銀行

25　BANK　STREET，　CANARY　

WHARF，　LONDON，　E14　５JP，　

UNITED　KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

1,012 2.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 816 1.71

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 616 1.29

計 ― 29,715 62.22

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　816千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　616千株

２．有限会社光パワーへは重田康光氏が100％出資しております。

３. 重田康光氏は有限会社テツ及び有限会社マサの取締役社長を務めております。

４. 有限会社ミツは重田康光氏の配偶者である重田康子氏が代表取締役を務めております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　1,526,500
－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

（相互保有株式）

普通株式　55,900
－ 同　　上

完全議決権株式（その他） 普通株式　46,069,700 460,697 同　　上

単元未満株式 普通株式　97,542 － 同　　上

発行済株式総数 47,749,642 － －

総株主の議決権 － 460,697 －

（注）「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ1,000株及び3株含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に

よる議決権の数10個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義保有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 1,526,500 － 1,526,500 3.20

株式会社インテア・

ホールディングス
東京都新宿区市谷八幡町14 55,900 － 55,900 0.12

計 － 1,582,400 － 1,582,400 3.31

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 40,643 52,655

受取手形及び売掛金 92,429 82,383

リース債権及びリース投資資産 10,918 10,731

たな卸資産 ※ 16,129 ※ 15,071

未収入金 6,146 6,892

繰延税金資産 2,112 2,091

その他 28,003 35,216

貸倒引当金 △1,996 △2,815

流動資産合計 194,388 202,226

固定資産   

有形固定資産 18,286 18,882

無形固定資産   

のれん 23,873 22,882

その他 3,590 4,204

無形固定資産合計 27,464 27,086

投資その他の資産   

投資有価証券 138,623 117,366

繰延税金資産 404 317

その他 22,882 23,492

貸倒引当金 △8,697 △9,773

投資その他の資産合計 153,212 131,403

固定資産合計 198,963 177,372

資産合計 393,352 379,598
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 42,376 41,531

短期借入金 38,788 23,969

1年内償還予定の社債 1,604 10,566

未払金 51,668 40,064

未払法人税等 12,629 11,712

賞与引当金 1,772 2,407

その他 10,997 10,896

流動負債合計 159,837 141,147

固定負債   

長期借入金 16,221 35,774

社債 20,132 11,846

役員退職慰労引当金 328 338

その他 21,320 16,833

固定負債合計 58,002 64,793

負債合計 217,840 205,941

純資産の部   

株主資本   

資本金 54,259 54,259

資本剰余金 5,438 20,092

利益剰余金 70,728 65,084

自己株式 △8,676 △8,619

株主資本合計 121,750 130,817

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 39,395 29,858

為替換算調整勘定 57 △104

退職給付に係る調整累計額 0 1

その他の包括利益累計額合計 39,453 29,755

新株予約権 780 768

非支配株主持分 13,528 12,315

純資産合計 175,511 173,656

負債純資産合計 393,352 379,598
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 249,034 268,892

売上原価 124,089 134,882

売上総利益 124,945 134,009

販売費及び一般管理費 ※ 112,295 ※ 115,958

営業利益 12,649 18,050

営業外収益   

受取利息 132 192

受取配当金 1,045 1,041

投資有価証券売却益 3,545 2,543

その他 762 689

営業外収益合計 5,485 4,467

営業外費用   

支払利息 338 460

貸倒引当金繰入額 95 454

為替差損 － 463

持分法による投資損失 1,181 59

投資事業組合運用損 192 －

その他 302 486

営業外費用合計 2,110 1,923

経常利益 16,024 20,595

特別利益   

投資有価証券売却益 6,264 9,315

段階取得に係る差益 72 －

子会社株式売却益 1,661 30

その他 268 186

特別利益合計 8,267 9,533

特別損失   

固定資産除売却損 63 203

投資有価証券評価損 80 123

減損損失 29 140

のれん償却額 195 372

段階取得に係る差損 157 －

その他 149 70

特別損失合計 676 911

税金等調整前四半期純利益 23,615 29,216

法人税、住民税及び事業税 9,052 12,102

法人税等調整額 1,667 410

法人税等合計 10,719 12,512

四半期純利益 12,895 16,704

非支配株主に帰属する四半期純利益 785 953

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,110 15,750
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 12,895 16,704

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,271 △9,604

為替換算調整勘定 23 △159

退職給付に係る調整額 － 1

持分法適用会社に対する持分相当額 △20 55

その他の包括利益合計 3,273 △9,707

四半期包括利益 16,169 6,996

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 15,403 6,052

非支配株主に係る四半期包括利益 765 943
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 23,615 29,216

減価償却費 848 2,101

のれん償却額 1,043 2,055

貸倒引当金の増減額（△は減少） 860 1,753

受取利息及び受取配当金 △1,178 △1,234

支払利息 338 460

投資有価証券売却損益（△は益） △9,727 △11,824

投資有価証券評価損益（△は益） 222 123

持分法による投資損益（△は益） 1,181 59

段階取得に係る差損益（△は益） 84 －

子会社株式売却損益（△は益） △1,661 △1

固定資産除売却損益（△は益） 61 43

売上債権の増減額（△は増加） 17,453 8,835

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,220 1,042

仕入債務の増減額（△は減少） △2,406 △538

未払金の増減額（△は減少） △8,367 △10,126

その他 △5,018 △2,918

小計 20,571 19,050

利息及び配当金の受取額 1,296 1,260

利息の支払額 △376 △464

法人税等の支払額 △10,563 △15,242

法人税等の還付額 198 99

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,127 4,703
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,061 △3,906

投資有価証券の取得による支出 △6,124 △5,194

投資有価証券の売却による収入 25,037 23,990

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△2,452 △233

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
25 21

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ △270

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
610 8

貸付けによる支出 △6,332 △2,624

貸付金の回収による収入 3,041 1,750

その他 31 181

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,775 13,723

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,788 △18,820

長期借入れによる収入 1,365 28,945

長期借入金の返済による支出 △2,452 △5,606

社債の発行による収入 － 2,245

社債の償還による支出 △25 △1,584

自己株式の取得による支出 △961 △42

配当金の支払額 △3,644 △3,905

非支配株主への配当金の支払額 △323 △377

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △3,918

リース債務の返済による支出 △42 △184

その他 △226 △1,306

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,099 △4,553

現金及び現金同等物に係る換算差額 85 △292

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,888 13,581

現金及び現金同等物の期首残高 24,088 40,259

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,101 47

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 36,078 ※ 53,888
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１. 連結の範囲の重要な変更

(1) 連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、工務店プラス㈱は新規設立により、連結の範囲に加えております。

　㈱メディキーナ他３社は株式の取得により、連結の範囲に加えております。

　ＦＴ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ（Ｔｈａｉｌａｎｄ）Ｃｏ．，Ｌｔｄ．他１社は重要性が増したこ

とにより、連結の範囲に加えております。

　㈱エフ・ソルト他１社は株式の売却により連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に加えております。

　当第２四半期連結会計期間より、㈱エフティコミュニケーションズウエスト他１社は新規設立により、連

結の範囲に加えております。

　㈱アイコールシステムは株式の取得により、連結の範囲に加えております。

　㈱モア・アースは株式の売却により連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に加えております。

　ＵＭＳフィナンシャルパートナーズ㈱他２社は株式の売却により、連結の範囲から除外しております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　178社

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

(1) 持分法適用非連結子会社

 変更はありません。

(2) 持分法適用関連会社

①持分法適用関連会社の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、㈱エフ・ソルト他１社は株式の売却により連結の範囲から除外し、持分法

適用の範囲に加えております。

　㈱ノースブライトは当該会社の保有会社を連結の範囲から除外したことにより、持分法適用の範囲から除

外しております。

　当第２四半期連結会計期間より、㈱サイサンマーケティング他１社は新規設立により、持分法適用の範囲

に加えております。

　㈱ヤマナシモバイル他４社は株式の取得により、持分法適用の範囲に加えております。

　㈱モア・アースは株式の売却により連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に加えております。

②変更後の持分法適用関連会社の数

 94社

 

EDINET提出書類

株式会社光通信(E04948)

四半期報告書

16/25



（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(3)、連結会計基準第44－５項(3)及び事

業分離等会計基準第57－４項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方針

を遡及適用した場合の第１四半期連結会計期間の期首時点の累積的影響額を資本剰余金及び利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、のれん705百万円及び利益剰余金17,472百万円が減少す

るとともに、資本剰余金が16,767百万円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益が157

百万円増加し、経常利益が55百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は285百万円減少しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

商品及び製品 15,104百万円 13,987百万円

販売用不動産 436百万円 433百万円

仕掛品 95百万円 104百万円

原材料及び貯蔵品 493百万円 545百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

販売手数料 66,818百万円 63,533百万円

給料 15,185百万円 15,810百万円

雑給 1,335百万円 884百万円

地代家賃 2,537百万円 2,747百万円

賞与引当金繰入額 1,551百万円 2,124百万円

貸倒引当金繰入額 166百万円 1,111百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 36,485百万円 52,655百万円

預入期間が３か月を越える定期預金 △407百万円 △594百万円

預け金 －百万円 1,827百万円

現金及び現金同等物 36,078百万円 53,888百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月19日

取締役会
普通株式 1,830 利益剰余金 40 平成26年３月31日 平成26年６月６日

平成26年８月８日

取締役会
普通株式 1,837 利益剰余金 40 平成26年６月30日 平成26年９月５日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末
後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年11月10日

取締役会
普通株式 1,848 利益剰余金 40 平成26年９月30日 平成26年12月５日

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当第２四半期連結累計期間において、平成26年８月19日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を955百万

円取得いたしました。

　当社と当社連結子会社との株式交換に伴い、自己株式を2,523百万円処分いたしました。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月20日

取締役会
普通株式 1,848 利益剰余金 40 平成27年３月31日 平成27年６月11日

平成27年８月12日

取締役会
普通株式 2,079 利益剰余金 45 平成27年６月30日 平成27年９月４日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末
後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年11月13日

取締役会
普通株式 2,080 利益剰余金 45 平成27年９月30日 平成27年12月４日

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 法人事業

ＳＨＯＰ
事業

保険事業 計

売上高         

外部顧客に対する売

上高
117,339 125,410 6,134 248,885 149 249,034 － 249,034

セグメント間の内部

売上高又は振替高
472 897 86 1,457 － 1,457 (1,457) －

計 117,812 126,308 6,221 250,342 149 250,491 (1,457) 249,034

セグメント利益 9,670 5,023 904 15,598 14 15,612 (2,962) 12,649

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益の調整額△2,962百万円は、セグメント間取引消去0百万円及び各報告セグメント

に配分していない全社費用△2,963百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要な事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 法人事業

ＳＨＯＰ
事業

保険事業 計

売上高         

外部顧客に対する売

上高
132,514 121,983 14,378 268,875 16 268,892 － 268,892

セグメント間の内部

売上高又は振替高
565 539 507 1,611 － 1,611 (1,611) －

計 133,080 122,522 14,885 270,487 16 270,504 (1,611) 268,892

セグメント利益 14,119 4,646 1,998 20,765 1 20,766 (2,715) 18,050

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益の調整額△2,715百万円は、セグメント間取引消去△0百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△2,715百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要な事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 263円21銭 340円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
12,110 15,750

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
12,110 15,750

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,011 46,216

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 262円13銭 339円51銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
△12 △13

普通株式増加数（千株） 140 135

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

当社は、平成27年６月24日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社とし、持分法適用関連会社で

ある㈱アイフラッグを株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結い

たしました。

本株式交換は、平成27年10月１日を効力発生日として行っております。その概要は以下のとおりであります。

 

１．企業結合の概要

　（1）被取得企業の名称、事業の内容及び規模

被取得企業の名称 ㈱アイフラッグ

事業の内容 ホームページソリューション事業、システム・メディアソリューション事業

資本金 3,426百万円

純資産 1,467百万円（平成27年３月期）

総資産 5,084百万円（平成27年３月期）

発行済株式数 普通株式　78,558,000株（平成27年３月末時点）

※上記数値は当社の会計監査人の監査証明を受けておりません。

 

　（2）企業結合を行った主な理由

　㈱アイフラッグは、ホームページソリューションに続く主力サービスとして、業種特化型のシステム・

メディアソリューションの本格立ち上げ、営業稼働人員の大幅な増員、システムや商材・サービスの新規

開発等の大規模な積極投資の本格推進を開始しており、本株式交換により、同社の事業計画の根拠となる

資金を安定的に確保することが可能になるため、今後も投資を継続する必要のあるシステム・メディアソ

リューションにおいて、早急なマーケットシェアの獲得による企業価値の向上を図ることが可能となると

ともに、当社の展開する業種別特化型事業とのシナジーを実現することにより、収益力の強化を図ること

ができるため。

 

　（3）企業結合日
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　平成27年10月１日

 

　（4）企業結合の法的形式

　当社を株式交換完全親会社とし、㈱アイフラッグを株式交換完全子会社とする株式交換

 

　（5）結合後企業の名称

　変更ありません。

 

　（6）取得した議決権比率

　企業結合前に所有していた議決権　　　　　36.3％（間接保有含む）

　企業結合日に追加取得した議決権　　　　　63.7％

　企業結合日に所有している議決権　　　　　 100％
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２【その他】

 平成27年８月12日開催の当社取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………2,079百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………45円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年９月４日

　（注）平成27年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

 平成27年11月13日開催の当社取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………2,080百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………45円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月４日

　（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

株式会社光通信

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大谷　秋洋　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中村　太郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 土屋　光輝　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社光通信

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光通信及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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